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一
財
）
秩
父
地
域
地
場
産
業
振
興

セ
ン
タ
ー
で
は
、
市
か
ら
の
委
託
を
受

け
、「
産
学
官
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
事
業
」

を
実
施
し
て
い
ま
す
。
経
営
の
専
門
家

が
企
業
や
事
業
所
を
訪
問
し
、
経
営
上

の
悩
み
・
問
題
解
決
の
サ
ポ
ー
ト
を
し

ま
す
。
費
用
は
無
料
で
す
の
で
、
お
気

軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

相
談
内
容

・
販
路
開
拓
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

・
財
務
会
計
、
資
金
繰
り

・
事
業
承
継
、
人
材
育
成

・
ア
イ
デ
ア
の
事
業
化

・
大
学
、
研
究
機
関
と
の
連
携

・
公
的
支
援
制
度
の
紹
介

・
企
業
間
連
携
な
ど

申
・
問
随
時
、
地
場
産
セ
ン
タ
ー
（
☎

25

－

０
０
８
８
）
に
て
電
話
予
約
を
受

け
付
け
て
い
ま
す
。

・
専
門
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー 

（
中
小
企

業
診
断
士
）
江
田 

元
之 

氏
、
高
浪 

正

一 

氏
、
高
澤 

彰 

氏
、
阿
部 

芳
文 

氏

・
地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー　

加
藤 

薫
一 

氏

活
用
企
業
は
成
果
を
上
げ
て
い
ま
す
！

産
学
官
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
事
業㈲マシックス 冨田社長

中小企業診断士
江田　元之 氏

【活用企業からの声】
　当社は、近年の受注状況が量産品から少量の試
作品に移行し、それに対応するために社内改革を
進めてきました。しかし、なかなかうまく進まず
苦慮していたときに先生方に出会い、助言をいた
だくことができました。社内改革を進めるよりも、
まず社長の私がビジョンをはっきり示すべきだと
諭され、経営革新計画等を進め、漠然とした目標
ではなく、確たる目標に向け、現在も先生方のご
支援のもと社内改革・意識改革を進めており、良
い勉強の場として活用させていただいております。

【専門コーディネーターから】
　グローバル化の中で企業を取り巻く環境・
条件は大きく変化しており、どう対応するか
が課題です。当事業は、当初「多くの企業を
訪問しワンポイントアドバイス」を行うこと
から始まりましたが、限られた時間の中でお
役に立つことの難しさもありました。現在は、
企業の課題に応えるため必要により連続して
訪問し、掘り下げたご相談にも対応するよう
にしております。成果も目に見えて出ており
ますので、ぜひ一緒に考えていきましょう。

市
長
の
企
業
訪
問
⑯

●
逸
見
織
物
（
黒
谷
）

　

秩
父
銘
仙
が

着
物
と
し
て
好

ま
れ
た
華
々
し

い
時
代
か
ら
夜

具
地(

や
ぐ
じ)

に
移
行
す
る
厳

し
い
状
況
の
中
、

同
社
は
約
70
年
の
長
き
に
わ
た
り
秩

父
銘
仙
を
生
産
し
て
き
ま
し
た
。
工

場
に
は
時
代
と
と
も
に
歩
ん
で
き
た

織
機
の
音
が
鳴
り
響
き
、
紡
い
で
き

た
時
間
を
感
じ
さ
せ
て
く
れ
ま
し
た
。

●
ア
ラ
コ
ウ
（
寺
尾
）

　

同
社
は
昭
和
43
年
に
新
井
鉄
工
と

し
て
創
業
。
現
在
県
内
に
６
つ
し
か

な
い
国
土
交
通
大
臣
認
定
の
Ｈ
グ
レ

ー
ド
工
場
と
し
て
多
く
の
実
績
を
あ

げ
て
い
ま
す
。
同
社
の
鉄
骨
製
作
工

場
で
は
、
現
在

建
設
中
の
市
役

所
本
庁
舎
、
秩

父
宮
記
念
市
民

会
館
の
柱
や
梁

と
な
る
鉄
骨
の

製
造
が
着
々
と

進
め
ら
れ
て
い

ま
し
た
。

秩
父
の
元
気
印
企
業

　市では、昨年まで製造業に限定していた水道多量
使用に係る助成制度を改め、対象業種を拡大し、助
成基準を緩和しました。
対　　象　すべての業種（個人含む）
※ 同一企業の市内事業所分は合算。平成27年１月分
～12月分の使用量が以下の場合が対象。なお、市
税および水道料金の未納がある場合は対象外。
　詳しくは、お問い合わせください。
補助金額等
補助対象使用量 4,000㎥を超える部分
補助限度額 10,000,000円
補助単価

（1㎥当たり）
4,000㎥超～100,000㎥以下：15円
100,000㎥を超える部分　  ：20円

その他

原則として、すべての使用水量が対
象。ただし、社員寮など個人の生活
に関するものや他の事業所から負担
金を徴しているもの等は除く。

申請期限　２月１日㈪まで
申・問企業支援センター☎２１－５５２２

　　　水道を多量に使用する事業所など
　　　に水道料金の一部を補助します！

企業の皆さん、
支援事業をぜひご活用ください！企業支援センター

からのお知らせ

支援拡大！
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